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企業の社会的責任
Corporate Social Responsibility

 企業は利益を追求し株主に責務を負うだけでな
く、従業員、顧客、地域社会などのステークホ
ルダー（利害関係者）に対しても責務を負うとい
う考え方。
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企業のＣＳＲレポート

 多くの企業がCSRに関する年次報告書を発刊している
が、そこで取り上げられることが多い内容は、
1. 法令順守
2. 顧客対応
3. 雇用環境
4. 企業統治
5. 環境管理
6. 社会活動

である。

 これらの中で、環境管理については多くの紙面が割か
れている。

 企業は“自主的”に環境対策に取り組むのだろうか？
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環境マネジメント

 事業者が環境に関する方針や目標等を自ら設定し、そ
の達成に向けて取り組んでいくことを環境管理もしくは
環境マネジメントという。

 環境マネジメントのための工場や事業場内の体制手続
きを環境マネジメントシステムという。

 企業の環境マネジメントシステムを構築のメリット

 環境対策にきちんと取り組んでいることを、顧客や取引先にア
ピールすれば環境に関心のある顧客層を開拓できる。

 原材料や生産工程を見直すことにより、省エネなどを実現する
ことができる。
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ISO14001
 環境管理マネジメントシステムの仕様を定めた

国際標準規格

 ＰＤＣＡサイクルと呼ばれる制度の導入が義務付
けられている。

 １．Plan (計画）、２．Do(実施）、３．Check（点検）、
４．Action（見直し）のプロセスを繰り返し、環境
マネジメントを継続的に改善することを目指す。

 取得に当たっては何か特定の環境対策の実施
が義務付けられているわけではない。
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環境負荷データ

 事業活動に伴い環境に負荷を与える企業は、毎
年どれ位の環境負荷を引き起こしているかを報
告している。

 環境負荷データの例を紹介する。

 少し進んだ会社はプラントレベルのデータを報告
している。

 プラントレベルのデータの例を紹介する。
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企業の重点環境対策

1. 省エネ活動（地球温暖化対策）

2. 廃棄物の発生抑制（ゼロエミッション活動）

3. 特定化学物資の排出削減（PRTR対策）
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ゼロエミッション活動

 ゼロエミッション

 産業から排出されるすべての廃棄物や副産物が、他
の産業の資源として再利用される制度

 企業のゼロエミッション活動

 事業活動後の廃棄物の発生量をゼロにしようという
活動

 ゼロエミッション活動の例
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化管法の導入目的（第１３回の講
義の復習）

 事業者による化学物質の自主的な管理の改善
を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止す
ることを目的に、平成11年に

特定化学物質の環境への排出量の把握など及
び管理の改善の促進に関する法律（化学物質
把握管理促進法：化管法）

が制定された。

 この法律に則り、PRTR制度とMSDS制度が導
入されている。
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化管法の対象物質

 環境中にどれ位存在するかに応じて、第1種指
定化学物質と第2種指定化学物質に分けられて
いる。

 第1種指定化学物質は354物質であり、第2種指
定化学物質は81物質である。
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MSDSとは

 第1種指定化学物質、第2種指定化学物質及び
それらを含有する製品（指定化学物等）を他の
業者に譲渡・提供する際、その性状及び取り扱
いに関する情報（MSDS: Material Safety Data 
Sheet）の提供を義務付ける制度をいう。
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PRTRとは

 Pollutant Release and Transfer Register（化学物質排
出移動量届出制度）とは、有害性のある多種多様な化
学物質が、どの様な発生源から、どれ位環境中に排出
されたか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運
び出されたかというデータを把握し、集計し、公表する仕
組みである。

 事業者は、環境中に排出した量と、廃棄物や下水として
事業所の外へ移動させた量とを自らは把握し、行政機
関に年に1回届出する。

 PRTRの対象となるのは、第1種指定化学物質のみであ
り、業種や常用雇用者数、年間取り扱い量による除外
用件がある。
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PRTRの例

 PRTRについて紹介
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なぜ企業が環境自主規制に取り組む
のだろうか？
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環境問題と株式市場
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エコファンド

 投資家は企業の環境対策をどの様に評価する
だろうか？

 環境対策に積極的に取り組む優良企業を選別
し、それらの企業に投資することを目的とした
ファンド

 日本の例： 日興エコファンド

 環境のことを気にかける投資家は一定程度存在
する。
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環境汚染の市場評価

 環境汚染の発生 ⇒ 訴訟リスクの拡大

⇒ 操業費用の上昇 ⇒ 株価の低迷

 Hamilton (1995 JEEM)はTRIのデータを利用し、

 どの様な環境汚染がマスメディアに取り上げられやす
いか

 環境汚染を引き起こしたことが伝わると企業の株価
はどの様に変化するか

を検証した。
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米国のＴＲＩ制度

 1986年に、Emergency Planning and Community 
Right-to-Know Act が法制化

 従業員数が１０人以上で一定量以上の化学物質を使用
している工場は、年に１度その使用状況を EPA に報
告することが義務付けられた。

 1987年からデータ収集が開始し、1989年6月19日に最
初のデータが開示された。

1987
1989.
6.191986

法制化 データ収集
義務化

第1回調査
結果発表
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マスメディアによる環境汚染の取り
上げられ方

 データベースを使い、企業の環境汚染がどれ位
取り上げられているかを調べている。

 株式が公開されているＴＲＩ対象企業893社の内、
58社しかニュースに取り上げられなかった。

 マスメディアは、環境汚染を余り取り上げない。

 消費者は公共政策の決定についてはフリーライ
ドしようと考えるので、環境政策にも関心をもた
ない。
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どんな企業がマスコミに取り上げら
れているか。

 分析結果 Table III
 環境汚染のタイプ

 ＋ 大気汚染、土壌汚染、汚染物質の域外搬出

 － 水質汚濁

 企業のタイプ

 ＋ 大規模

 － 拡散型
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Event Study

 ある出来事がどの様な影響を与えているか時系
列データを利用し調べる方法

 完全市場を仮定した株式市場の分析に頻繁に
用いられている。

 新しいニュースが株式価格に与えた影響を調べ
ることにより、そのニュースがどれ位の価値をも
つかを調べることができる。
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Event Study
株
価

日時Event 

Abnormal 
Returns 
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Ｚ分布

 分析結果 Table ＩＶ

0 β

Ｚ分布
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インパクトの大きさ

 TRＩデータをEPAに報告している上場企業全体
で平均4.1百万ドル（4.92億円）

 マスメディアに取り上げられた企業は6.2百万ド
ル（7.44億円）

の損失が観察された。（1ドル＝120円 換算）
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ＩＳＯ14001
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企業特性と環境マネジメント

 どの様な企業が環境マネジメントに積極的に取
り組んでいるのだろうか。

 Nakamura, Takahashi, and Vertinsky（2001）
は、日本企業のISO14001の取得状況のデータ
を分析し調査を行っている。
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論文の内容

1. 環境マネジメントシステムを構築している企業
はどの様な特色を備えた企業か。

2. ISOを取得していくのはどの様な特色を備えた
企業か。

3. ISOを素早く取得した企業はどの様な特色を備
えた企業か。
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企業の環境マネジメントの水準

1. ベーシックレベル

 環境目的を認識し、その目的を制度化している。

2. 第2段階（Formal Policy）

 環境保護要請に対処するため、目に見える決意を
表面している。

3. 第3段階（Policy Integration）

 環境対策が企業方針に組み込まれ、経営者や従業
員により実践されている。
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企業特性と環境マネジメント水準

 筆者らは、東京証券取引所に上場している製造
業の600社（日本企業）をランダムに選出し、
1997年5月に経営幹部に環境マネジメントに関
するアンケート調査を実施している。

 そして、経営者の考え方が企業の環境マネジメ
ント水準にどの様な影響を及ぼしているかを調
べている。

 結果 Table I

2017/1/10 環境経済学１ 松本茂 30

表から分かること

 企業の特性は環境マネジメント水準を説明する。

 広告宣伝費を多く使う企業ほど、Formal Policy を構築してい
る。

 Ｒ＆Ｄへの出資比率が高い企業ほど、Formal Policy を構築し
ている。

 経営者の考え方は環境マネジメント水準に影響を及ぼ
すようである。
 経営者が政府や市民からの圧力を感じていると、Formal 

Policy が構築されやすい。

 経営者が環境への影響をコントロールできると考えていると、
Formal Policy が構築されやすい。
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ＩＳＯ14001の取得状況

 筆者らはISO14001の取得状況を2つの方法で評価して
いる。

 1つ目は、ISOを取得しているかどうかを問題とする方法
である。調査時期に対象企業が1つの事業所でもISOを
取得しているようならその企業は1、どこの事業所でも
ISOを取得していないならその企業は0とし分析している。

 2つ目は、ISOを導入するまでどれ位の時間を要したか
を問題とする方法である。最初の日本企業がISOを取

得してから対象企業が取得するまでにどれ位の時間が
かかっているかを分析している。
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分析結果

 Table II and IV
 大きい企業ほどISOを取得している。

 短期負債の比率が低い企業ほどISOを取得して
いる。

 従業員の平均年齢が若い企業ほどISOを取得し
ている。

 輸出割合が高い企業ほどISOを取得している。
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ＩＳＯ14001は企業の環境改善を促
すのか？

 先述したように、ISO14001は企業に特定の環
境対策を促すような制度とはなっていない。

 ISO14001を取得した企業は、取得後環境対策
に励み環境負荷を軽減しているだろうか。

 Barla（2007）は、ISO14001を取得したカナダ・
ケベック州のパルプ・製紙工場37個の月次デー
タを分析し、この質問に答えてくれている。
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対象とする環境汚染

 水質汚濁

 各工場から排出される

 BOD（Biological Oxygen Demand）

 TSS（Total Suspended Solids）

の月次データを1997年から2003年まで調べた。
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調査アイデア

年・月ＩＳＯ取得

ＴＳＳ or ＢＯＤ

青 取得企業
赤 非取得企業
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推計式

 Log（Ei,t） =α0+φLog（Ei,t -12）+β1・ISOi,t

+β2・INSPi,t +Σδk・Monthk,t

+γ1・T_Non_Adoptersi,t + γ2・T_Adoptersi,t

+ γ3・STRIKEi,t + Σλj・Processj,i 

+ Σθl・Qtypel,i + ΣRegionr,i + ηi.t
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推計結果

 Table 2 and 3
 工場の多様性

 モデルの選定（Random Effects vs. Fixed 
Effects）

 ISO取得の内生性
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Barla（2007）の結論

1. ISO14001の取得前後で、TSSの排出量は殆ど変化
していない。

2. 一方、ISOの取得前後で、BODの排出量はおよそ9％
減少している。

3. しかし、対象時期にはISOを取得していない工場も排
出量を大幅に低下させているため、ISOを取得した工
場が特に排出量を減らしたとはいえない。

4. ISO14001の影響は工場間で大幅に異なり、大多数
の工場は排出量を維持したか、むしろ拡大させている。


